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原油需要、22年後半に危機前の水準回復　価格70ドル超＝石油大手

［ロンドン　１５日　ロイター］ - 世界の大手石油取引会社によると、２０２２年後半には原油需要が新

型コロナウイルスのパンデミック（世界的大流行）前の水準に戻り、原油価格は１バレル＝７０ドル以上

で推移する見通しだ。

石油商社世界最大手ビトルのラッセル・ハーディー最高経営責任者（ＣＥＯ）はＦＴコモディティー・グ

ローバル・サミットで、米国がイラン核合意に復帰し、イランの原油輸出が再開されたとしても、石油輸

出国機構（ＯＰＥＣ）加盟国とロシアなどの非加盟国で構成する「ＯＰＥＣプラス」が供給面の規律を維

持するとみられるため、原油価格は年内１バレル＝７０─８０ドルで推移するだろうと述べた。

商品取引・資源大手グレンコアの石油部門責任者、アレックス・サナ氏は「石油需要が２０２２年の第３

─第４・四半期までに新型コロナ危機前の水準に回復すると予想している」と指摘。イラン核合意の復活

がなくインフレ圧力が続けば、原油価格は上昇するとの見方を示した。

独立系石油取引会社大手のマーキュリア・エナジー・グループは、年末には石油需要がほぼ回復し、新型

コロナ危機前の水準に近い日量１億バレル強になると予想。マルコ・デュナンＣＥＯは「中国を除き、在

庫は新型コロナ危機前の水準に戻っている」とした。

石油商社ガンバーのトルビヨルン・トルンクビストＣＥＯは、原油価格が１００ドル台に戻す可能性につ

いて「あり得る」と予想した。
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ANAとJAL、国産SAFを定期便に搭載　IHIなど開発

全日本空輸（ANA）と日本航空（JAL）は、月内に国産の再生燃料「SAF」を定期便に搭載する。SAFは通常のジェッ

ト燃料に比べて二酸化炭素（CO2）排出量を8～9割削減でき、航空業界の脱炭素の切り札となるが、日本は現在、全

量を輸入に頼る。旅客機での利用を通じて国内の供給網の構築に向けた課題を洗い出す。

日本の航空大手2社が同じ時期にそろって国産SAFを使った定期便を運航するのは初めて。今回のSAFは新エネル

ギー・産業技術総合開発機構（NEDO）がIHIや三菱パワーとそれぞれ共同で開発中のもので、IHIは藻類、三菱パワー

などは木質バイオマスを原料としている。いずれのSAFも2030年ごろの実用化を目指している。

SAFは「持続可能な航空燃料」と呼ばれ、原油から精製する既存のジェット燃料に比べて環境負荷が少ない。ANAは

20年に輸入SAFを搭載した日本発の定期便を運航したが、国産SAFでの運航は初めてとなる。JALは21年、衣料品から

製造した国産SAFを日本発の定期便に搭載した。

航空業界が排出しているCO2の9割以上はジェット燃料を使う航空機の運航から出る。脱炭素につながるSAFの供給は

世界市場の5分の4を欧米勢が占め、国内に商用生産できる事業者がいない。日本の航空会社が安価に安定調達するた

めには国内での製造や供給インフラの構築が課題となっている。

ANAなど各社は早期の国産化に向け国内外の製造事業者に働きかけを強めている。環境規制が厳しくなる中、世界の

航空会社もSAFの活用や電動航空機の開発など脱炭素に向けた動きを加速。米ユナイテッド航空は物流や製造業など

と組みSAFへの投資を拡大しているほか、電動航空機を開発するスタートアップ企業との連携も進める。
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安藤ハザマ
ＲＣ橋梁の劣化対策工法を適用／１４日間の実施で健全な状態に回復


